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平成 26年度　一般会計予算　395億 6700万円平成 26年度　一般会計予算　395億 6700万円 前年度比
46億1200万円増

支出収入

前年度比
3億5200万円増

市税　152億4100万円
所得・土地・家屋・たばこ等に対する税

前年度比
1億7900万円増

地方消費税交付金　9億6900万円
消費税の市への割り当て分

前年度比
2億8400万円増

前年度比
2億5000万円増

地方交付税　33億5000万円
国からもらうお金

繰入金　11億8800万円
基金からの繰入れ

前年度比
7億3700万円増

建設に係る事業債　47億5700万円
建設に関する借入れ

前年度比
31億5600万円増

前年度比
2億5000万円減

人件費　55億5800万円
職員の給与など

前年度比
4400万円増

扶助費　79億9700万円
生活援助に要する経費

前年度比
1億5300万円増

公債費　29億4300万円
借入れの返済

普通建設事業費　92億円
建設に関する費用

前年度比
3億9300万円増

繰出金　35億6000万円
特別会計への繰出し

主なもの

　

平
成
26
年
第
１
回
定
例
会
が
開
催
さ
れ
、
平
成
26
年

度
予
算
を
は
じ
め
41
件
の
議
案
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

本
会
議
で
は
、
１
時
間
20
分
に
わ
た
っ
た
市
長
施
政
方

針
に
対
す
る
各
会
派
か
ら
の
質
疑
、
16
人
の
議
員
に
よ

る
一
般
質
問
の
ほ
か
、
常
任
委
員
会
で
の
審
査
を
経
て
、

各
予
算
案
、
条
例
案
を
可
決
し
ま
し
た
。
ま
た
、
追
加

提
案
さ
れ
た
教
育
委
員
会
人
事
案
な
ど
を
同
意
し
ま
し

た
。

平
成
26
年　

第
１
回
定
例
会

２
28

３ 　
18

▼

　新年度予算は合併以来の最大規模となり、市役所本庁舎の整
備や小中学校大規模改造などの普通建設事業費が大きく伸びま
した。また、雨水対策をはじめとした防災事業、児童発達発育
支援センター整備やいじめ対応支援員の拡充など、子育てや教
育に関する事業も盛り込まれています。

　過去最大の予算編成で

　子育て・防災・暮らしに 重点

◆
議
案
に
対
す
る
質
疑

誠

風

会
福
村

　
光
泰
　

議
員

信

政

会
鈴
木
啓
太
郎

　

議
員

公

明

党
堀
口

　
修
一
　

議
員

日
本
共
産
党
伊
藤
　
初
美
　

議
員

収
税
率
向
上
に

向
け
て

収
税
の
効
率
化
に
向
け

た
取
り
組
み
は
。

ま
ず
は
滞
納
者
の
状
況

把
握
を
す
る
こ
と
が
大
切
。

そ
の
中
で
、
納
付
す
る
意
思

の
な
い
ケ
ー
ス
が
一
番
の
問

題
。
そ
の
場
合
に
は
財
産
調

査
を
積
極
的
に
行
い
、
財
産

が
あ
る
と
分
か
っ
た
時
点
で

財
産
の
差
し
押
さ
え
を
行
っ

て
い
る
。
ま
た
、
状
況
に
応

じ
て
滞
納
処
分
の
執
行
停
止

を
行
っ
て
い
る
。

消
費
税
増
税

へ
の
対
応

４
月
か
ら
消
費
税
率
が

８
％
へ
引
き
上
げ
ら
れ
る
。

そ
れ
に
伴
い
、
臨
時
福
祉
給

付
金
及
び
子
育
て
世
帯
臨
時

特
例
給
付
金
が
支
給
さ
れ
る
。

ど
の
よ
う
に
周
知
す
る
の
か
。

４
月
に
市
報
や
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
等
を
活
用
し
て
制
度

概
要
を
お
知
ら
せ
す
る
。

　

臨
時
福
祉
給
付
金
に
つ

い
て
は
、
市
民
税
の
課
税
や

加
算
対
象
が
確
定
す
る
6
月

ご
ろ
に
申
請
手
続
き
に
つ
い

て
チ
ラ
シ
等
を
市
報
に
折
り

込
み
知
ら
せ
て
い
く
。

　

子
育
て
世
帯
臨
時
特
例
給

付
金
に
つ
い
て
は
、
平
成
26

年
１
月
分
の
児
童
手
当
受
給

者
に
６
月
以
降
、
申
請
書
と

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
送
付
す
る

予
定
。

　

な
お
、
臨
時
福
祉
給
付
金

及
び
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例

給
付
金
は
ど
ち
ら
か
一
方
の

給
付
と
な
る
の
で
、
重
複
支

給
や
支
給
漏
れ
の
な
い
よ
う

進
め
て
い
く
。

施
設
利
用
料
の

考
え
方

受
益
者
負
担
の
考
え
方

は
。

ま
ず
は
、
各
施
設
を
維

持
す
る
た
め
に
ど
れ
だ
け
の

コ
ス
ト
が
か
か
る
か
適
切
に

把
握
し
、
現
状
分
析
を
行
う
。

そ
の
上
で
、
市
民
に
施
設
の

維
持
管
理
運
営
コ
ス
ト
を
理

解
し
て
も
ら
い
、
使
用
料
は

ど
う
す
る
か
、
減
免
基
準
を

ど
う
す
る
か
等
を
検
討
し
て

い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て

い
る
。行

政
評
価
の

推
進外

部
評
価
で
は
ど
の
よ

う
な
効
果
が
得
ら
れ
て
い
る

か
。

外
部
の
視
点
を
取
り
入

れ
た
こ
と
に
よ
り
、
コ
ス
ト

意
識
や
説
明
責
任
、
そ
し
て

効
率
性
等
に
つ
い
て
全
庁
的

な
意
識
改
革
が
進
め
ら
れ
た
。

今
後
も
評
価
の
客
観
性
及
び

信
頼
性
の
確
保
、
並
び
に
効

率
的
で
質
の
高
い
行
政
運
営

を
積
極
的
に
推
進
し
て
い
く
。

◆
施
政
方
針
に
対
す
る
質
疑

誠

風

会
小
高

　
時
男
　

議
員

信

政

会
大
築

　
　
守
　

議
員

公

明

党
堀
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修
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議
員

日
本
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議
員

か
が
や
き
21
五
十
嵐
正
明
　

議
員

特 徴平成 26年度一般会計　予算案の

●
主
な
質
疑

過
去
最
大
の

当
初
予
算

歳
入
増
の
要
因
は
。

市
税
に
つ
い
て
は
、
個

人
市
民
税
の
均
等
割
の
引
き

上
げ
や
宅
地
開
発
等
に
伴
う

固
定
資
産
税
の
増
収
が
見
込

ま
れ
る
。
ま
た
、
景
気
の
動

向
等
を
反
映
し
、
法
人
市
民

税
も
増
収
を
見
込
ん
で
い
る
。

　

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、

地
方
公
務
員
の
給
与
関
係
経

費
削
減
の
復
元
や
消
費
税
率

引
き
上
げ
分
へ
の
対
応
と
し

て
、
社
会
保
障
関
係
経
費
の

増
、
合
併
特
例
債
の
償
還
部

分
の
増
等
を
考
慮
し
、
前
年

度
よ
り
２
億
５
千
万
円
の
増

額
を
見
込
ん
だ
。

歳
出
が
合
併
以
来
最
大

と
な
っ
た
。
そ
の
特
徴
は
。

前
年
度
に
比
べ
46
億
円

の
増
と
な
っ
た
。
特
定
目
的

基
金
や
合
併
特
例
債
等
の
活

用
に
よ
り
、
施
設
整
備
事
業

を
計
画
的
に
行
う
。
ま
た
、

事
務
事
業
の
見
直
し
等
に
よ

る
新
た
な
事
業
等
の
予
算
を

措
置
し
た
。

　

合
併
特
例
債
を
活
用
で
き

る
特
例
期
間
内
で
の
事
業
実

施
を
計
画
し
て
い
た
の
で
、

い
わ
ゆ
る
投
資
的
経
費
が
大

幅
な
増
と
な
っ
た
。

合
併
特
例
期
間

終
了
後
の
対
応

合
併
特
例
期
間
が
平
成

27
年
度
に
終
了
す
る
。
今
後

の
対
応
は
。

平
成
28
年
度
か
ら
は
、

地
方
交
付
税
及
び
臨
時
財
政

対
策
債
が
1
割
減
額
さ
れ
、

平
成
29
年
度
に
は
３
割
減
額

さ
れ
る
。
そ
の
後
も
段
階
的

に
減
額
し
、
今
後
は
公
債
費

が
膨
ら
ん
で
い
く
見
込
み
。

合
併
特
例
期
間
後
を
見
据
え
、

余
剰
金
が
出
た
場
合
に
は
計

画
的
に
目
的
別
基
金
へ
積
み

立
て
て
い
く
。
そ
し
て
、
基

金
を
活
用
し
な
が
ら
計
画
的

に
支
払
い
を
行
い
、行
政
サ
ー

ビ
ス
が
圧
迫
さ
れ
な
い
よ
う

に
し
て
い
く
。

防
災
に
向
け

均
等
割
引
上
げ

個
人
市
民
税
の
均
等
割

引
上
げ
の
理
由
は
。

平
成
26
年
度
か
ら
個
人

市
民
税
の
均
等
割
額
が
５
０

０
円
引
き
上
げ
ら
れ
３
５
０

０
円
と
な
る
。
こ
れ
は
、
東

日
本
大
震
災
復
興
基
本
法
の

定
め
る
基
本
理
念
に
基
づ
き
、

税
制
改
正
が
行
わ
れ
た
も
の

で
、
本
市
が
緊
急
に
実
施
す

る
防
災
施
策
の
財
源
を
確
保

す
る
た
め
、
臨
時
措
置
と
し

て
引
き
上
げ
を
行
っ
た
。


